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　日頃から、大阪府商工労働行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、大阪府は非常に厳しい財政状況にありますが、“将来ビジョン大阪”の実現に向け、「産業都市ナンバーワン」を目指し、新エネルギーやバイオ関連の生産・研究開発拠点等の集積や、そうした世界のリーディング産業を基盤技術の面から支える“ものづくり中小企業の集積”など、大阪の強みを活かしつつ、新たな成長へとつなげていくための施策を講じているところです。また、その将来像に｢就職ナンバーワン｣を掲げ、誰もがその能力を発揮し、いきいきと仕事をする、「働きたい都市大阪」の実現に向けた取組みをすすめているところでございます。

これらの施策の推進にあたっては、国と地方が適切な役割分担を行った上で、地方が実施するものについては、その責任と判断により事業を推進できるよう、地域主権を実現する必要があります。その一方で、現行制度のもとでは、当面の間、国の責任によるセーフティネットの整備が不可欠です。
　平成２３年度の国家予算編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
大阪府知事　　橋 下　徹
目　　　次

Ⅰ　中小企業施策について
１．中小企業振興対策の強化･･････････････････････････････････････････････････････････････････１
２．中小企業の経営安定化等の対策強化････････････････････････････････････････････････２
３．成長産業関連施策の大阪への集中投資等･････････････････････････････････････････････２
Ⅱ　雇用施策について
１．緊急的な雇用対策･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････４
２．雇用・就労対策の充実･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････４
３．勤労者福祉の向上･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････６
４．職業能力開発制度の充実･･･････････････････････････････････････････････････････････････････７
５．職業能力開発促進センター(ﾎﾟﾘﾃｸｾﾝﾀｰ)の移管････････････････････････････････８
６．あいりん地域対策の強化･･･････････････････････････････････････････････････････････････････８
７.  ホームレスの人等の就労自立支援等････････････････････････････････････････････････９
Ⅰ　中小企業施策について

　　本府には、約32万の中小企業が立地し、府内全企業の99.6％を占めており、地域経済の発展に大きく貢献している。一昨年の米国発の金融危機以降、わが国における景気の減速が続いた中、このところ景気に持ち直しの動きが出てきたものの、大阪経済を支える中小企業を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況にある。

　　ついては、本年６月に制定された「中小企業憲章」の理念に基づき、資金面における支援をはじめ、中小企業の経営安定化のための対策に取り組まれるよう以下のとおり要望する。

１．中小企業振興対策の強化

（１）　中小企業への円滑な資金供給を図るための制度の拡充等

　①　責任共有制度における対象外範囲の拡大

　　　責任共有制度実施後も全部保証が維持された小口零細企業保証制度について保証限度額を引上げるとともに、局地的災害や地域固有の不況業種への対応、小規模倒産に係る連鎖倒産の防止など地域独自のセーフティネット対策、さらには国の中小企業支援策である「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」等による認定事業にかかる保証についても全部保証とされたい。

　②　金融機関の貸し渋り防止等への対応

　　　「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律」が平成23年3月末で失効すること等により、中小企業に対する融資姿勢の後退や過度な金利上昇が生じないよう、金融機関に対する指導・監督を今後とも適宜適切に行われるとともに、金融機関が中小企業に融資しやすい環境整備を講じられたい。

　③　電子記録債権への対応

　　　中小企業の資金調達円滑化を図るため、電子記録債権を担保として、金融機関から資金調達を行う際、信用保証協会が保証を行うことができるよう、保証制度要綱を改正されたい。

（２）　景気対応緊急保証制度終了後の対応

　景気対応緊急保証制度は、平成23年3月末までの取り扱いとなっているが、中小企業の業況は、持ち直しの動きが見られるものの、デフレや円高の進行等、先行きにリスクがある。

　ついては、中小企業の経営が安定するまでの間、返済負担の軽減等が図られるよう、借換え制度の創設等の必要な措置を講じられたい。
（３)　保証協会の経営基盤の強化、信用補完制度の充実、強化

　　　緊急保証の利用増加に伴う将来のデフォルト増を想定し、国においては日本政策金融公庫の信用保険会計への支援や、全国信用保証協会連合会を通じた保証協会への損失補填など、必要な財政措置を講じているところであるが、引き続き、中小企業への資金供給に支障が生じないよう、必要な財源措置を講じられたい。

（４）　「貸し手」の負担で「借り手」優位のセーフティネットの確立と
　　貸金業の規制緩和特区の創設
　改正貸金業法の完全施行（上限金利規制や貸付額を抑える総量規制）による一律的な規制により、返済能力があるにも関わらず、短期事業資金や生活資金の借入れが困難になるケースが指摘されている。
　こうした人たちへの資金供給が円滑になされるよう、借り手が返済困難になった場合、無償で任意整理を支援するなど、「貸し手」の負担で、相談支援（ADR機能）を行う「借り手」優位のセーフティネットの確立とあわせ、ニーズの高い短期事業資金にかかる上限金利や返済能力が認められるものに対する総量規制の緩和を行う特区制度を創設されたい。
２．中小企業の経営安定化等の対策強化

　　　米国発の金融危機から世界的な景気の減速が続く中、一部に持ち直しの動きが見られるものの、大阪経済を支える中小企業を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況にあることから、資金面における支援をはじめ、中小企業の経営安定化のための対策を今後とも強化されたい。
（１）　下請中小企業対策の強化

　下請中小企業の経営基盤の強化を効率的に促進するため、下請事業者への受注機会の確保に向けた取引のあっせん事業の取組みを充実させるなど、下請中小企業の振興に万全を期されたい。

　また、中小企業の利益が保護されるよう、下請代金支払遅延等防止法や独占禁止法の厳格な運用を図られたい。

３．成長産業関連施策の大阪への集中投資等

（１）　日本の新エネルギー産業の国際競争力を高め、世界市場をリードするため、蓄電池とその有力用途である電気自動車や、太陽電池、燃料電池、それらを活用したスマートグリッド等のインフラ・社会システム整備、新エネルギー関連の国際会議、大規模展示商談会の開催など関連施策を新エネルギー分野の高いポテンシャルを有する大阪に集中されたい。

（２）　大阪のバイオ産業を振興し、国際的バイオクラスターを形成していくため、産学官による共同研究の推進や大学、研究機関、バイオベンチャーの研究開発の促進など関連施策をバイオ関連分野の高いポテンシャルを有する大阪に集中されたい。

（３）　本府には、わが国のものづくりを支える中小製造業と、国内有数の新エネルギーやバイオ関連の生産・研究開発拠点等が集積している。

　　　将来にわたる持続的成長を図っていくため、これら地域の産学官のポテンシャルを最大限に活用することよって各分野のイノベーションにつながる、研究開発支援制度の充実・強化を図られたい。

Ⅱ　雇用施策について

　　大阪府では、経済のグローバル化が進み、世界的な都市間･地域間競争が激化するなかでは、それぞれの地域が持つ強みを最大限に発揮し、地域が戦略的に自らの発展をめざす仕組みが必要と考えている。このため、中央集権的な従来の行政手法を見直し、国の成長戦略として「地域主権」を位置づけるべきと主張しているところである。

　　労働行政についても、地域の総合行政主体である府が、地域の実情やニーズに応じて一体的、一元的に実施するのが効果的で効率的であり、ハローワーク等が担う労働行政の事務・権限の地方移管を進め、労働局については廃止されたい。また、事務・権限の地方移管に際しては、必要な人員・財源を合わせて移管されたい。

　　一方で、直面する厳しい雇用情勢下においては、現行の国と地方の役割分担の中にあっても、現実に生じている問題については、早急に解決する必要がある。

　　一昨年の金融危機以後、後退局面に入った我が国の経済情勢について、一部に持ち直しの動きが見られるものの、大阪府においては、予断を許せる状況ではなく、雇用情勢も、有効求人倍率が平成20年５月に１倍を下回り、平成22年５月時点で0.50倍と厳しい状況が続いている。平成21年度卒業者の就職状況も、普通科高校を中心に非常に厳しい状況が続いているほか、障がい者など就職困難者の就職も厳しい状態が続いている。

　　国においては、これらの緊急的課題に各種の対策を実施されているところであるが、あわせて、労働行政における現下の様々な課題について、対応を求めるとともに、国事業の地方移管に伴う課題や、国が本来果たすべき役割についても、以下のとおり要望する。
１．緊急的な雇用対策

（１）　『ふるさと雇用再生特別基金事業』及び『緊急雇用創出事業』について、より効果的に雇用対策を実施できるよう、実施主体や事業の要件等について、地域の実情に応じた弾力的な運用ができるよう柔軟な制度に改善されたい。

　　　また、「重点分野雇用創造事業」についても、効果的に事業執行できるよう、事業実施区分を撤廃するとともに、実施年度を２３年度まで延長されたい。

（２）　離職に伴う寮からの退去などにより住居を喪失した者を緊急的に入居させる住宅を確保されたい。

（３）　厳しい雇用情勢のなか、雇用を確保･拡大するためには、ハローワークによる職業紹介だけでなく、地方公共団体の就労支援機関やＮＰＯによるきめ細かい就職支援サービス、民間職業紹介事業者等による企業向けサービス等を活用していく必要がある。今後、国において雇用･就労対策を講じるに当たっては、地方公共団体や民間団体等を積極的に活用するとともに、連携した取組みを強化されたい。

２．雇用・就労対策の充実

（１）　高い若年失業率、フリーターや若年無業者が増加する状況を放置することは、社会・経済の発展を妨げることとなるため、現在の雇用情勢や地域の実情を踏まえ次の施策の充実を図られたい。

　①　景気の低迷が長引き、雇用情勢の回復が遅れているなか、新卒未就職者をはじめとする若年者に対する緊急的な雇用支援施策をＪＯＢカフェを拠点として実施すること。

　②　若年無業者対策については、地域の若者の実情をよく理解している地方自治体やNPO等の支援団体を積極的に活用すること。

　③　地域若者サポートステーション事業にかかるモデル事業実施団体分については、当初の国と地方自治体の役割分担を遵守し、地方自治体に財政負担をもとめるのではなく、国が事業費全般にわたる予算措置を講ずるなど、責任をもって事業遂行されたい。地方に事業実施を求める場合は、国において必要な財源を措置すること。

　④　若者に対する職業意識の醸成や、保護者・学校等教員など若者の支援者に対しての知識の向上等を図る「厚生労働省若年者地域連携事業」を充実すること。

（２）　地域産業の活性化、成長産業の発展には、それを支える若者の育成が不可欠である。

　　　特に、団塊の世代の退職者が大量に発生した、いわゆる２００７年問題等により大阪の中小・中堅企業において、理系やものづくり人材を中心に人材の確保が困難な状況となっていることから、地域の産業界、教育界等との連携による体系的な産業人材育成施策を、ＪＯＢカフェを拠点として継続的に実施されたい。

（３）　障がい者への雇用対策を強化されたい。

　①　障がい者雇用率制度の対象の拡大

　　　難病患者、内部障がい者及び高次脳機能障がい者、発達障がい者についても、その雇用促進のため障がい者雇用率制度の対象とされたい。

　②　企業に対する各種助成金制度の拡充

　　　企業における障がい者雇用への取組みを促進するため、特定求職者雇用開発助成金をはじめ各種助成金の支給期間の延長や助成率の引き上げとともに、各種助成金制度の支給対象に、難病患者、内部障がい者及び高次脳機能障がい者、発達障がい者を追加されたい。また、障害者雇用納付金制度における報奨金の支給を受けるために必要な障がい者数の引き下げなど、一層の充実を図られたい。

　③　障がい者の法定雇用率に係る情報の全面公開の実施

　　　障害者雇用促進法の目的である障がい者の雇用促進のため、障がい者雇用率の未達成企業については、「雇用状況報告」や「雇入れ計画作成命令」時点などの初期段階から企業名を公表できるよう、また、公表を行っても一定の改善がみられない企業に対しては公表にとどまらない効果的な制裁措置を講じられるよう、障害者雇用促進法の強化を図られたい。

　④　精神障がい者の雇用拡大に向けた取組みの強化

　　　精神障がい者の雇用機会の拡大に向けて、精神障がい者の雇用義務制度の対象化を図るとともに、精神障がい者及び企業への支援策の構築、並びに企業啓発活動の充実強化に努められたい。

　⑤　障害者就業・生活支援センター事業における雇用支援体制の充実

　　　障害者就業・生活支援センター業務については、障害者自立支援法の施行により、「福祉施設から一般就労に移行する障がい者への支援」が追加され、支援対象者が増加するなど、現行の雇用支援体制では対応が困難となっている。このため、センターにおいて支援活動が十分に行えるよう、国の「障害者就業・生活支援センター」事業における雇用支援体制について、充実を図られたい。

　⑥　聴覚障がい者の講習受講時の手話通訳派遣制度の充実または創設

　　　聴覚障がい者が、資格・免許等を取得するための講習会を受講する際に手話通訳が受けやすくなるよう、障がい者介助等助成金制度及び教育訓練給付金制度の充実や手話通訳の派遣制度の創設を図られたい。

（４）　「高年齢者就業機会確保事業費等補助金」交付制度について、以下のとおり対応されたい。

　①　国による活動拠点への補助については、国が、直接活動拠点に支援することも可能となるよう、要綱を改正されたい。

　②　国による連合本部への補助額については、都道府県の補助額に係わりなく、事業内容に基づく補助額が交付されるよう、要綱を改正されたい。

　③　地域において高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づき指定されたシルバー人材センターと同様の活動をしていながら、法人格がなく事業規模が小さいため、国の交付要件を満たさず国庫補助金を活用できない「ミニシルバー」についても、補助対象とされるよう条件を緩和されたい。

３．勤労者福祉の向上

（１）　ワークライフバランスの実現を図るため、労働時間等の設定が労働者の健康と生活に配慮したものへ改善されるよう、取組みをなお一層強化されたい。

　①　所定外労働時間の削減、ワークシェアリングの導入等による総労働時間の短縮や賃金不払い残業の解消に向けた事業場への指導・監督を強化されたい。

　②　長期休暇や連続休暇制度の早期導入をはじめ、年次有給休暇の取得促進に向けた事業主への啓発、支援策を拡充されたい。

（２）　地域別最低賃金について、すべての労働者の賃金の最低額を保障するセーフティネットとして十分に機能するよう、「生活保護に係る施策との整合性に配慮する」ことを十分勘案し、その引上げに努められたい。

（３）　労働者派遣法の改正などもにらみ、今後、製造現場などにおいて請負の増加が予想されることから、偽装請負の解消・是正を図るため、請負業者及び発注者に対する指導監督を強化されたい。また、発注者に対する受入労働者の直接雇用に向けた指導を強化されるとともに、事業所・労働者に対する労働者派遣法等労働関係法令の周知・徹底の取組を強化されたい。

（４）　非正規労働者の処遇改善を図るため、改正パートタイム労働法等労働関連法令の周知徹底に努めるとともに、正規労働者との均衡のとれた待遇の確保や正社員化の促進等が図られるよう、事業主に対する支援、助言・指導の強化など、実効ある取組を一層推進されたい。

（５）　労働者派遣法の遵守の徹底を図るとともに、派遣労働者の直接雇用や正社員化、能力開発や教育訓練の機会の拡大、社会保険・労働保険の適用促進など、派遣労働者の雇用の安定に向けた取組を一層強化されたい。

　　　また、職業訓練や雇用保険の拡充などセーフティネットの強化に努められたい。

（６）　介護サービス分野で人材が不足している実態にかんがみ、より一層の介護保険制度の整備や障がい福祉サービスに係る報酬単価のさらなる引き上げを図るとともに、介護職員処遇改善交付金の活用促進、労働者雇用に係る事業者への支援制度（介護基盤人材確保助成金等）の拡充などにより、介護労働者の賃金・労働条件の引上げを図られたい。

　　　また、労働関係法令の遵守について介護サービス事業者の指導・監督をより一層強化されたい。

（７）　建設業に働く労働者の賃金をはじめとする労働条件の適正な確保を図り、魅力ある労働環境づくりを進めるため、第７次建設雇用改善計画等を着実に推進するとともに、次期の建設雇用改善計画を一層実効性のあるものとされたい。

（８）　建設日雇労働者の退職金共済手帳の取得が促進されるよう、建設業退職金共済制度の円滑・確実な履行の確保を図られたい。

４．職業能力開発制度の充実

（１）　雇用対策法に基づく訓練手当は、公共職業安定所長の受講指示により職業訓練を受ける求職者に対して都道府県が支給しているところである。

　　　現在、訓練手当の支給要件は、障がいの種類や被扶養者かどうかにより所得要件の有無に違いがあるなど、公平性が担保されていない。また、受講指示がある者は訓練手当が全額支給され、受講指示のない者は全く支給されない状況となっている。

　　　より公正な制度とするため、所得要件の統一や、所得に応じた支給額とするなど、訓練手当が真に必要な者に支給できるよう弾力ある制度に改められたい。

（２）　離職者訓練等の委託事業に従事する府職員の人件費を、委託費の対象経費としていただきたい。

５．職業能力開発促進センター（ポリテクセンター）の移管

　　雇用施策の将来あるべき姿としては、地域の実情を把握している広域行政体が、職業訓練やハローワークによる職業紹介など雇用施策全般を、基礎自治体（市町村）や関係団体と連携しながら一元的に進めるのが、効果的かつ効率的と認識しており、独立行政法人雇用・能力開発機構が行う職業訓練についても、府が行うべきであると考える。

　　したがって、ポリテクセンターについては、閣議決定の趣旨を尊重し、大阪府に一切の負担を求めることなく、施設及び財源のすべてを移管するべきである。

　　なお、施設・財源の移管が困難な場合は、府内で行われる職業訓練を効果的に行う観点から、ポリテクセンターのマネジメント権を府に与えるべきである。

６．あいりん地域対策の強化

　　あいりん地域は、全国から労働者が集まる日雇労働市場であり、また大都市問題として様々な社会的課題を抱えており、その解決のためには、国による全国的な総合対策が必要であることから、下記のとおり必要な措置を講じられたい。

（１）　国における抜本的な総合対策の推進

　　　関係省庁共同による組織体制の整備や事業予算の確保などにより、あいりん地域の現状を見据えた日雇労働対策を実施するとともに、住居、保健衛生、生活環境等広範囲な分野にわたる抜本的な総合対策を推進されたい。

（２）　日雇労働者の雇用対策の充実

　①　建設産業の変容に伴い、あいりん地域における労働力の需給バランスが大きく崩れていることから、全国的規模での就労斡旋の実施など広域的・総合的な観点から日雇労働の需給調整に取り組まれるとともに、建設業以外の職種への転換を容易にするための施策を充実されたい。

　②　公共事業の執行にあたっては、年間における日雇労働需要の変動を抑制し、就労機会の均一化を図られたい。

　③　高齢日雇労働者の就労は、特に厳しい状況にあることから、特別就労事業の創設など、実効性のある対策を実施されたい。

（３）　日雇労働者の雇用環境等の改善

　①　地域における就労経路の適正化を図るため、求人行為の集中する時間帯に巡回指導を行ない、求人事業所に対して「建設労働者の雇用の改善等に関する法律」に基づく「募集に関する事項の届出」の遵守及び「雇用に関する文書の交付」の徹底、職業安定法に違反する求人行為の防止など指導の強化に取り組まれたい。

　　　併せて、いわゆる労災隠しを防止するため、事業主に対して労働災害発生時の適切な対応についてなお一層の啓発指導に取り組まれたい。

　②　事業主に対し、雇用保険制度への加入を促進するとともに、生活の安定を図るため雇用保険の受給要件の緩和などの措置を講じられたい。

　③　全ての事業所において健康保険日雇特例被保険者手帳に印紙の貼付を受けることができるよう措置を講じられたい。

　④　現行の日雇労働者等技能講習事業のより効果的な推進のために、受講に伴う生活上の支援措置を講じられたい。

　⑤　地域の日雇労働者の就業及び労働福祉に係る拠点施設である「あいりん労働福祉センター」について、設置後相当年数を経過し老朽化していることに加え、耐震補強工事が必要である。また、同施設の設置者である「独立行政法人雇用･能力開発機構」が、平成２２年度末をもって廃止される。これらを踏まえ、国において同施設の管理運営に必要な所要の措置を講じられたい。

　　　さらに、地域の日雇労働者を取り巻く状況が変化してきたことを踏まえ、施設の今後のあり方についても検討を進められたい。

（４）　あいりん地域における職業紹介のあり方検討の実施について

　　　あいりん地域の日雇労働者に対する職業紹介は、昭和３７年から（財）西成労働福祉センターにおいて実施しているところである。

　　　しかしながら、建設投資の減少、建設現場の機械化・合理化とともに、労働者の高齢化の進展、若年不安定就労層の建設労働への流入、携帯電話の活用による労働者の募集方法の変容などの構造的な問題により、現在では、地域の日雇労働者に対する労働需要の大幅な減少がみられ、回復することが見込まれない状況にある。

　　　このようなことから、国として同地域における職業紹介事業のあり方について抜本的検討を行い、適切な措置を講じられたい。

　　　併せて、当面（財）西成労働福祉センターが職業紹介事業を実施するにあたり、これに対して、必要な財政措置を講じられたい。

７．ホームレスの人等の就労自立支援等

　ホームレス問題は大都市特有の問題で、国の経済政策等に大いに起因するところから、国が主体となって即時性と実効性のある対策を講じるべき問題である。

　したがって、ホームレスの人やホームレスとなることを余儀なくされるおそれのあるあいりん地域の高齢日雇労働者（以下「ホームレスの人等」という。）の就労による自立支援等を効果的に推進されたい。また、住居を失い、終夜営業店舗で寝泊りしながら不安定な雇用形態で就業する住居喪失不安定就労者に対し、より安定した雇用機会確保の支援を効果的に推進するため、下記のとおり必要な措置を講じられたい。

（１）　ホームレスの人等の就労機会の確保・提供

　①　「ホームレス自立支援センター」に入所するホームレスの人の就職率が４０％台に留まっていること、就職意欲が持続しないホームレスの人が増えていること等を踏まえ、これらの人に対し、モチベーションアップのための個別カウンセリングや就職への意識を高めるセミナーなど、就職率を更に高めるための施策を充実されたい。

　②　就労による自立が困難な人に対しては、まず除草清掃などの軽易な仕事を提供することが最も効果的であることから、国所管の河川・道路などの公共施設の維持・管理業務に、これらの人が優先的に従事できるような就労支援策を組み込まれたい。

　③　民間企業において常用雇用の促進が図られるよう、これらの人を「特定求職者雇用開発助成金制度」の対象者とするなど雇用奨励施策を充実されたい。

（２）　ホームレスとなることの予防

　①　あいりん地域においては、高齢日雇労働者の就労機会が激減しており、ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者が多数存在することから、就業機会の確保など、労働の面から対策を講じられたい。

　②　ホームレス化予防の観点から、本府があいりん地域高齢日雇労働者に対し実施している公的就労機会の提供事業について、財政支援の措置を講じられたい。

（３）　住居喪失不安定就労者に対する住居確保の支援

　　　住居喪失不安定就労者について、より安定した雇用機会を確保するためには住居の確保が必要であることから、「総合支援資金貸付」、｢住宅手当｣等についての円滑な実施を図られたい。

（４）　「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」に関すること

　　　平成24年8月に法の失効が迫る中で、ホームレスの人等の就労状態には一定の成果は見せているもののまだまだ厳しい状況にある。引き続きホームレスの人等の自立を支援するために、財政上の措置や法期限の延長など、必要な措置を講じられたい。































































